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《研究ノート》

地方公営企業の組織間連携に関する一考察（1）：
過疎の現況と組織間連携の類型

関 谷 浩 行

1．は じ め に

地方公営企業は水の供給や汚水の処理，医
療の提供など地域住民の生活や地域の発展に
不可欠な事業を行っている。サービスの提供
に要する経費は，対価として受益者から受け
取る料金収入により賄うことを原則としてい
る。地方公営企業は将来的な予測として，急
激な人口減少等に伴う料金収入の減少，施設
の老朽化に伴う更新需要の増大，人材の確
保・育成といった対処すべき喫緊の経営課題
がある。これらの課題を解決するための手段
の一つとして，地方公営企業は組織間連携に
取組んでいる。
組織間関係に関する研究は経済学，戦略論，
組織論などの領域において研究の蓄積がある。
伝統的な管理会計研究では，階層的組織を前
提とした組織内部の経営課題に主眼が置かれ
てきた。しかし，日本の自動車産業のサプラ
イチェーンにまたがる製品の企画・設計段階
での実務（主に原価企画）が注目されるよう
になり，複数の組織からなるネットワークと
してのマネジメント・コントロールの手段や
会計情報の開示および利用を明らかにしよう
とする組織間管理会計の重要性が問われるよ
うになった。
組織間管理会計は主に製造業を中心とした
営利企業を研究対象として発展してきた。他
方，非営利組織である地方公共団体，地方公
営企業などの公的組織を研究対象としたもの

は国内外を含めてごく僅かにとどまっている。
その主な理由として，第一に，公的組織は業
績測定や評価において利益指標に頼ることが
できず，専ら非財務指標に頼らなければなら
ないこと。第二に，公的組織は営利企業とは
異なるガバナンス構造であるため，組織間の
合意形成の課題などが指摘されている。
本研究は数回に分けて地方公営企業の組織
間連携に関するテーマを扱う。本稿の目的は，
過疎の現況と組織間連携の類型について公表
されている文献を基に整理することにある。
本研究の対象は，資本集約型として水道事
業・下水道事業を，労働集約型として病院事
業を位置づける。また，過疎地域1について
は北海道を対象として検討する。後述するが，
北海道は日本で最も多い過疎地域団体を有し
ている。地方公営企業の経営を取り巻く環境
のなかで北海道は最も厳しく，北海道の先駆
的な取組みは他の地域の模範になりうる可能
性が極めて高いといえよう。

2．過疎の現況について

2.1 日本の過疎対策法
日本の過疎対策は基本的に過疎地域の市町
村がその主体を担うとされおり，これに都道
府県が協力し，国が特別措置により支援する
ことで推進される仕組みである。2021 年⚔
月⚑日，第⚕次過疎法として⽛過疎地域の持
続的発展の支援に関する特別措置法⽜（以下，
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⽛新過疎法⽜という。）が施行された。新過疎
法は，2021 年度～2031 年度までの時限法で
ある。
日本における最初の過疎法は，⽛過疎地域
対策緊急措置法⽜である。この過疎法は 1970
年度から 1979 年度までの時限法として制定
された。その後，⽛過疎地域振興特別措置法⽜
（期間：1980 年度～1989 年度），⽛過疎地域活
性化特別措置法⽜（期間：1990 年度～1999 年
度），⽛過疎地域自立促進特別措置法⽜（期間：
2000 年度～2020 年度2）と⚔次にわたり過疎に
関する法律が議員立法により制定され，財政，
金融，税制等の支援措置が講じられてきた。
新過疎法の目的は，⽛人口の著しい減少等
に伴って地域社会における活力が低下し，生
産機能及び生活環境の整備等が他の地域に比
較して低位にある地域について，総合的かつ
計画的な対策を実施するために必要な特別措
置を講ずることにより，これらの地域の持続
的発展を支援し，もって人材の確保及び育成，
雇用機会の拡充，住民福祉の向上，地域格差
の是正並びに美しく風格ある国土の形成に寄
与すること⽜とされている（第⚑章第⚑条）。
新過疎法では市町村ごとに，人口要件およ
び財政力要件により，過疎地域を判定する
（第⚒条，第⚓条，第 41～43 条）。その結果，
2021 年⚓月現在，過疎関係市町村数は 820 団
体（278 市 421 町 121 村）あり，全国の 1,719
市町村（793 市 743 町 183 村）の総数に占め
る割合は 47.7％である。また，過疎地域の面
積は 226,559 km2あり，日本の総面積 377,976
km2に占める割合は 59.9％である（総務省，
2022a，p.22）。新過疎法において過疎地域の
要件は，図表⚑のとおり定められている。
新過疎法による施策には，財政上の特別措
置（国の負担または補助の割合の特例等，過
疎地域持続的発展のための地方債（過疎対策
事業債），資金の確保等），行政上の特別措置
（基幹的市町村道・農道・林道・漁港関連道の
整備，公共下水道の幹線管渠等の整備，高齢

者の福祉の増進，医療の確保等），金融上の特
別措置（株式会社日本政策金融公庫等からの
資金の貸付け，沖縄振興開発金融公庫からの
資金の貸付け等），税制上の特別措置（減価償
却の特例，地方税の課税免除または不均一課
税に伴う措置等），行政との特別措置（移住お
よび定住の促進，人材の育成ならびに関係者
間における緊密な連携および協力の確保等）
がある。
上記のうち，過疎対策事業債とは，過疎地
域が市町村計画に基づいて行う事業の財源と
して特別に発行が認められた地方債のことを
いう。過疎対策事業債の充当率は 100％であ
り，元利償還金の 70％は普通交付税の基準財
政需要額に算入される。たとえば，ある町が
道路整備をする際に⚑億円かかる場合，⚑億
円のすべてを国から借入れすることが可能に
なる。そのうち，⚗割が国から後年度以降に
交付税として交付される。したがって，町の
負担は⚓割の 3,000 万円になる。2021 年度
の地方債計画額は，5,000 億円で前年度より
も 300 億円（6.4％）増額された。
対象事業にはハード事業およびソフト事業
の両面がある。ハード事業については，公共
施設等の長寿命化・更新・統廃合・転用・除
却が大きな課題となるなかで，公共施設等総
合管理計画，個別施策計画に基づき，適切な
ストックマネジメント3の考え方の下に推進
していくことが重要である。ソフト事業につ
いては，過疎地域の条件不利性の改善や内発
的発展に資する事業に効果的に使われており，
過疎地域の自立促進に寄与している（総務省，
2022a，p.140）。
新過疎法では，簡易水道施設であった水道
施設および民間のへき地医療拠点病院または
へき地診療所に対して，市町村が補助する場
合の経費が対象事業として新たに追加された。
過疎地域の簡易水道事業では，簡易水道事業
債の⚒分の⚑を限度として起債が認められる
ものであり，毎年度元利償還金の 70％に相当
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する額が普通交付税の基準財政需要額に算入
される（水道事業経営研究会，2022，p.202）。
また，病院事業の対象となる診療施設には，
病院4および診療所，これらに従事する医師
等の職員宿舎，巡回診療車（船），患者輸送車
（艇，雪上車含む），往診用の自動車（雪上車
含む），およびヘリポート並びに診療の用に

供するために必要な設備・備品等をいう（自
治体病院経営研究会，2022，p.30）。

2.2 北海道の過疎の現況
新過疎法に基づき公示された北海道全市町
村 179 団体のうち，過疎地域は 2022 年⚔月
⚑日現在，152 団体（市：22 団体，町：117 団

経営論集（北海学園大学）第 20 巻第 4号
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図表 1 過疎地域の要件（2021 年 4 月 1 日時点）
⚑．全部過疎（人口要件（長期①，長期②，中期のいずれか），かつ，財政力要件を満たす）

種類 指標
基本的な要件（第 2条）

期間 基準値

人口要件（長期①）
・25 年間の人口増加率
10％以上除く

人口減少率
（長期）

S 50→H 27
（40 年間）

人口減少団体平均
（28％以上減少※1）

人口要件（長期②）

・高齢者比率又は若年者
比率を満たす場合，人
口減少率の基準値を緩
和

・25 年間の人口増加率
10％以上除く

高齢者比率 H 27 同上（35％以上）

若年者比率 H 27 同上（11％以下）

人口減少率
（長期）

S 50→H 27
（40 年間） 23％以上減少

人口要件（中期） 人口減少率
（中期）

H⚒→H 27
（25 年間）

人口減少団体平均
（21％以上減少）

財政力要件
・公営競技収益 40 億円
超除く

財政力指数 H 29～R元 全市町村平均
（0.51 以下）

基準年の見直しに伴う
激変緩和措置（第 41 条）※2

期間 基準値

S 35→H 27
（55 年間）

人口減少団体平均
（40％以上減少）

H 27 同上（35％以上）

H 27 同上（11％以下）

S 35→H 27
（55 年間） 30％以上減少

H 29～R元 全市町村平均
（0.51 以下）

※ 1 財政力指数が全町村平均（0.40）以下の場合，⽛23％以上減少⽜に緩和（財政力が低い市町村に対する人口
減少率要件の緩和）

※ 2 基準年の見直しに伴う激変緩和措置は，旧法の過疎地域に限り適用。R 2，R 7 国調による過疎地域の追加
の際は激変緩和措置は設けない。

種類 単位 要件

一部過疎※

（第 3条）
合併前の
旧市町村

・旧市町村単位で上記の人口要件のいずれかを満たす
・現在の市町村が財政力要件（財政力指数が全市平均（0.64）以下）を満たす

みなし過疎※

（第 42 条）
合併後の
新市町村

・旧法で全部過疎又はみなし過疎である市町村について，下記のいずれも満たす
（主務省令で規定）

【規模要件】 一部過疎区域の人口が 1/3 以上又は面積が 1/2 以上
【人口要件】 市町村の人口が長期（40 年間，55 年間），中期（25 年間）いずれも減少
【財政力要件】市町村の財政力指数が 0.51 以下

※ R 2，R 7 国調による過疎地域の追加は，一部過疎について行い，みなし過疎の追加は行わない。

出典：総務省ホームページ。

⚒．法制定前の市町村合併（1999 年⚔月以降）に係る一部過疎，みなし過疎



体，村：13 団体）であり，北海道は日本で最
も多い過疎地域団体を有する5。その内訳は，
全部過疎（法第⚒条第⚑項）が 145 団体6，み
なし過疎（法第 42 条）が⚑団体（釧路市），
一部過疎（法第⚓条）が⚖団体（函館市，岩
見沢市，石狩市，伊達市，北見市，幕別町）
である。また，経過措置が適用されている団
体は，⚑団体（京極町），⚑区域（函館市）で
ある。北海道の全市町村数に占める過疎地域
の割合は 84.9％であり，全国の全市町村に占
める過疎地域の割合 51.5％を大きく上回る
（北海道，2022a，p.3）。
地方公共団体の財政力を示す財政力指数を
見てみると，北海道の過疎地域における財政
力指数は，0.23（2018 年度～2020 年度）であ
り，全道平均の 0.28 を下回り，財政基盤が脆
弱である（北海道，2022a，p.3）。財政力指数
とは，基準財政収入額を基準財政需要額で除
して得た数値の過去⚓年間の平均値で，値が
高いほど普通交付税算定上の留保財源が大き
く，財源に余裕があるといえる物差しである。
北海道は新過疎法第⚗条に基づいて，北海
道の過疎地域における持続的発展に資する方
針である⽛北海道過疎地域持続的発展方針⽜7

（以下，⽛方針⽜という。）を 2021 年⚘月 20 日
に策定した。
また，北海道は⽛方針⽜に基づき，過疎地
域の持続的発展を図るための具体的な計画で
ある⽛北海道過疎地域持続的発展計画⽜8（以
下，⽛計画⽜という。）を 2022 年⚓月 18 日に
策定した。⽛方針⽜と⽛計画⽜の期間は 2021
年度から 2025 年度までの⚕か年間である。
⽛方針⽜と⽛計画⽜の関係は図表⚒のとおりで
ある。
⽛方針⽜では本道の強みを生かし，安全・安
心な暮らしの確保と多様な主体の参画による
個性豊かで活力に満ちた持続可能な地域社会
の構築を過疎地域の持続的発展に関する基本
的な方向としている。施策に関する事項には，
⽛（5）生活環境の整備⽜の今後の方針として水

道・下水処理施設等の整備が，また，⽛（7）医
療の確保⽜も掲げられている。
水道においては整備目標として 2025 年度
末までに，⽛安全で安心な水道水を供給する
ため，水道未普及地域の解消を推進し，水道
普及率の向上を図るとともに，水道水の安定
的な供給を確保するため，水道施設の耐震
化・老朽化対策等として，その計画的，効率
的な更新を促進する⽜としている（北海道，
2022a，p.28）。
汚水処理施設については，⽛生活排水の総
合的な対策を図るため，地域の実情に応じて，
下水道，農業集落排水処理施設，漁業集落排
水処理施設，浄化槽などの効率的・効果的な
整備等を推進する。特に過疎地域においては，
広域汚泥処理やし尿の下水道施設等への受入
等，各市町村の事業費負担や維持管理費の縮
減を図る⽜としている（北海道，2022a，p.28）。
一方，医療の確保においては，①医療提供
体制の整備の主な施策として，病床機能の分
化・連携の促進，医療と介護が連携した在宅
医療の推進，遠隔医療や情報連携など ICT
（Information and Communication Technology：
情報通信技術）の活用促進，疾病・事業ごとの
医療連携体制の構築が掲げられている。②医
師の地域偏在対策の主な施策には，医育大学
の地域医療支援センターからの医師派遣の促
進，地域医療振興財団におけるドクターバンク
事業9の推進，医師不足地域に対する緊急臨時
的な医師派遣の促進，道内医育大学の地域枠
入学者を対象とする奨学金制度の実施が掲げ
られている。③へき地医療対策の主な施策に
は，へき地医療拠点病院による巡回診療等の
促進，患者輸送車・巡回診療車等の整備促進
が掲げられている（北海道，2022a，pp.32-33）。
北海道は地域の特性に応じた政策を展開す
るため，2016 年度に⽛連携地域別政策展開方
針⽜を策定した。具体的には，札幌市，函館
市，旭川市，釧路市，帯広市，北見市を中核
都市と位置づけ，それらの都市を拠点として
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道央，道南，道北，オホーツク，十勝，釧路・
根室の⚖つの連携地域ごとに策定する地域計
画である。現在，2021 年度に見直しが行われ
た北海道総合計画や第⚒期北海道創生総合戦
略を踏まえて，2021 年度から概ね⚔年間を推
進期間として設定されている。
図表⚓は，⚖つの連携地域の過疎人口・地
域人口等を示している。北海道（2022a，pp.
8-9）によれば，道央広域連携地域10では
80.0％に当たる 56 市町村が過疎地域，⚑町
は経過措置が適用されている。道南連携地
域11では 88.9％に当たる 16 市町が過疎地域，
⚑区域は経過措置が適用されている。道北連
携地域12では 92.7％に当たる 38 市町村が過
疎地域となっている。オホーツク連携地域13

では 94.4％に当たる 17 市町村が過疎地域と
なっており，⚖連携地域のなかで最も高い比
率である。十勝連携地域14では 73.7％に当た

る 14 市町村が過疎地域となっており，⚖連
携地域のなかでは最も低い比率である。釧
路・根室連携地域15では 84.6％に当たる 11
市町村が過疎地域である。

3．水道事業，下水道事業，病院事業
における組織間連携の類型

3.1 水道事業
水道事業とは，水道法第⚓条第⚒項におい
て一般の需要に応じて，水道により水を供給
する事業をいう。ただし，給水人口が 100 人
以下である水道によるものを除くとされてい
る。水道事業は計画規模によって，①上水道
事業（計画給水人口 5,001 人以上の水道事
業）と②簡易水道事業（計画給水人口 101
人～5,000 人の水道事業）に区分される。
2020 年度時点において，地方公共団体が経
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図表 2 ⽛方針⽜と⽛計画⽜の関係

出典：北海道（2022b，p.1）。



営する水道事業の数は，1,794 事業（上水道
事業 1,320 事業，簡易水道事業 474 事業）あ
る。地方公営企業法を適用する法適用企業と
適用していない法非適用企業をあわせた
2020 年度における水道事業の経営状況は，純
利益を生じた黒字事業が全事業の 88.6％に
当たる 1,587 事業で，黒字額は 3,111 億円で
ある16。また，赤字事業は全事業の 11.4％に
当たる 204 事業で，赤字額は 251 億円であ
る17。この結果，水道事業全体の収支は 2,860
億円の黒字である（水道事業経営研究会，
2022，pp.20-24）。
水道事業の組織間連携は，一般に広域化と
呼ばれている。広域化とは市町村の区域を超
えて複数の市町村が連携または一体的に事業
に取り組むことをいう。水道事業を取り巻く
経営環境は，人口減少や施設・管路の老朽化
に伴って年々厳しさを増している。水道事業
者である地方公共団体が，市町村の区域を超
えて連携・統合することで，規模の経済によ
る経費の低減，料金収入の安定化，組織体制
の強化，災害・事故等の緊急対応など，さま
ざまな効果が期待されている。

広域化については，2016 年⚒月に総務省か
ら⽛市町村等の水道事業の広域連携に関する
検討体制の構築等について⽜が発出され，同
年⚓月に厚生労働省から⽛水道事業の広域連
携の推進について⽜が発出され，水道事業の
広域連携に関する検討体制について地方公共
団体に要請した。2019 年⚑月には両省連盟で
⽛水道広域化推進プランの策定について⽜が発
出され，各都道府県において，広域化の推進
方針や具体的な取組内容等を記載した⽛水道
広域化推進プラン⽜を 2022 年度末までに策定
するよう要請した。また，2020 年 12 月には，
町内外における連携体制の構築やシステムの
標準化・共同化を含むデジタル化の推進に関
する事項を盛り込むなど，プラン策定に当
たっての留意事項を記載した⽛水道事業にお
ける広域化の更なる推進について⽜が発出さ
れた（水道事業経営研究会，2022，p.100）。
水道事業の広域化の類型には，事業統合

（水平統合・垂直統合）のほか，浄水場等一部
の施設の共同設置・共同利用や事務管理の広
域的処理等，多様な類型が考えられる（総務
省・厚生労働省，2019，p.23）。図表⚔は水道
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図表 3 連携地域別の過疎人口・地域人口

連携地域名
道央広域
連携地域
（56）

道南
連携地域
（16）

道北
連携地域
（38）

オホーツク
連携地域
（17）

十勝
連携地域
（14）

釧路・根室
連携地域
（11）

総合振興局・
振興局名

空知（22），
石狩（2），
後志（17），
胆振（8），
日高（7）

渡島（9），
檜山（7）

上川（20），
留萌（8），
宗谷（10）

オホーツク
（17） 十勝（14） 釧路（7），

根室（4）

過疎人口（千人） 463 101 239 136 71 252

地域人口（千人） 3,370 414 587 273 333 295

過／地割合 13.7％ 24.4％ 40.7％ 49.8％ 21.3％ 85.4％
※ 1）連携地域名，総合振興局・振興局名の（ ）内は過疎市町村数である。経過措置団体は含まない。
※ 2）過疎人口は，連携地域内の過疎地域における 2020 年国勢調査による総人口および各年齢階層別の人口を

示す。
※ 3）地域人口は，連携地域内における 2020 年国勢調査による総人口および各年齢階層別の人口を示す。
※ 4）過／地割合は，連携地域内人口に対する連携地域内の過疎地域人口の割合を示す。

出典：北海道（2022a，pp.43-44）に基づいて作成。



事業の広域化の類型と期待された効果につい
て示している。

3.2 下水道事業
下水とは，生活もしくは事業（耕作の事業
を除く）に起因し，もしくは付随する廃水
（以下，⽛汚水⽜という。）または雨水をいう
（下水道法第⚒条第⚑項）。下水道は，健康で
快適な生活環境の確保，河川等の公共用水域
の水質の保全を図るために不可欠であり，以
下の⚓つの機能を担う都市施設である（総務
省，2022b，p.168）。
①生活環境の改善（汚水の排除）：悪臭や害
虫，感染症の防止や水洗便所化による快
適な生活を実現する。
②浸水の防除（雨水の排除）：都市内に降っ
た雨水を速やかに排除し，都市を浸水の
被害から守る。
③公共用水域の水質の保全：生活排水を中

心とする汚水を管渠で終末処理場に集め，
適切に処理することで，公共用水域の水
質汚濁防止に積極的な役割を果たし，豊
かな自然環境を保全する。
下水道に要する経費は，雨水の排除は税金
で賄い，汚水の排除は使用料で賄うという
⽛雨水公費・汚水私費の原則⽜を基本としてい
る（下水道事業経営研究会，2022，p.109）。
2020 年度時点において，地方公共団体が経営
する下水道事業の数は，3,606 事業（法適用
企業 2,092 事業，法非適用企業 1,514 事業）
ある。黒字事業は全事業の 88.0％に当たる
3,163 事業で，黒字額は 2,417 億円である。
また，赤字事業は全事業の 12.0％に当たる
432 事業で，赤字額は 199 億円である。この
結果，下水道事業全体の収支は 2,218 億円の
黒字である（総務省，2022b，p.173）。
下水道事業の組織間連携は，一般に広域
化・共同化計画と呼ばれている。広域化・共
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図表 4 水道事業の広域化の類型と期待される効果

類型
事業統合 施設の共同

設置 施設管理の共同化 管理の一体化
水平統合 垂直統合

例

複数の水道事
業等による事
業統合

水道用水供給
事業と水道事
業の統合

浄水場等の
共同設置

①：事務の代替執行
②：維持管理の受け皿組織
③：保守点検業務の共同化
④：災害時等の応援協定

①：事務の代替執行
②：システムの共同化
③：シェアードサービス
④：水質データ検査・管理

期待
される
効果

経費削減・更
新投資削減，
水源の一元管
理や管理体制
強化による水
の安定供給，
人員強化，人
材育成，危機
管理体制強化
が期待できる。

用水供給では
給水収益が増
加，末端給水
では不要な水
源管理費等の
削減，人員強
化，人材育成，
危機管理体制
強化が期待で
きる。

維持管理費
の削減，施
設の統廃合
や共同設置
を同時に行
う場合には
建設・更新
投資の削減
が期待でき
る。

①：人員体制の強化，施設
管理のノウハウを継承
することができる。

②：受け皿組織に公（民
間）が加わることによ
り，これまでの経験を
生かして維持管理等の
業務を委託（民間のノ
ウハウを活用）するこ
とができる。

③：複数の事業が共同で委
託を行うことにより，
スケールメリットで委
託費の抑制が期待でき
る。

④：緊急時対応等の面で効
果が期待できる。

①：人員体制の強化，施設
管理のノウハウを継承
することができる。

②：複数の事業が共同で委
託を行うことにより，
スケールメリットで委
託費の抑制が期待でき
る。

③：複数の事業が共同で委
託を行うことにより，
単独で行うよりも適切
に契約内容の精査でき
る。

④：共同化により，個別事
業者が専門的な検査機
器を保有する必要がな
くなる。

出典：日本水道協会ホームページおよび総務省（2017a，pp.11-12）に基づいて作成。



同化計画とは，複数の処理区の統合や下水汚
泥の共同処理，複数事業の管理の全部または
一部を一体的に行う等の広域的な連携により
事業運営基盤の強化を図ることである（総務
省ほか，2020，p.1）。下水道事業は水道事業
と同様に，施設の老朽化，使用料収入の減収，
技術職員の減少などの経営課題を有している。
今後も持続可能な事業の運営を行うためには，
広域化・共同化計画の推進が求められている。
⽛経済財政運営と改革の基本方針 2017⽜
（2017 年⚖月⚙日閣議決定）においては上下
水道等の経営の持続可能性を確保するため，
2022 年度までに広域化を推進するための目
標が設定された。また⽛経済・財政再生計画
改革工程表 2017 改定版⽜（2017 年 12 月 21 日
経済財政諮問会議決定）においては，2022 年
度までに全ての都道府県において広域化・共
同化に関する計画を策定することが，汚水処
理施設の広域化を推進するための目標として
掲げられた（総務省ほか，2020，p.1）。
下水道事業における広域化・共同化計画の
類型には，ハード連携として施設の共同化・
統廃合が，ソフト連携として維持管理の共同
化および事務の共同化が示されている。加え

て，地方公共団体が汚水処理施設の特性等を
勘案して，最適な手法を選択し，その区域を
設定する最適化という考え方も示されている。
図表⚕を参照されたい。

3.3 病院事業
公的医療機関とは，都道府県，市町村その
他厚生労働大臣の定める者18の開設する病院
または診療所をいう19（医療法第 31 条）。公
立病院とは地方公営企業法の適用を受ける病
院または公営企業型独立行政法人が経営する
病院のことをいう。公立病院は自治体病院と
も呼ばれる。
公立病院の経営形態には，地方公営企業法
の全部適用，地方公営企業法の一部適用，地
方独立行政法人（非公務員型），地方独立行政
法人（公務員型），指定管理者制度，民間への
経営移譲などがある。2020 年度時点におい
て，地方公共団体および地方独立行政法人が
経営する病院事業の数は 683 事業で，これら
の事業が有する病院の数は 856 病院である。
黒字事業は全事業の 63.1％に当たる 431 事
業で，黒字額は 1,953 億円である。また，赤
字事業は全事業の 36.9％に当たる 252 事業
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図表 5 下水道事業の広域化・共同化の類型と期待される効果

類型
施設の共同化・統廃合（ハード連携） 維持管理の共同化

（ソフト連携）
事務の共同化
（ソフト連携） 最適化

汚水処理施設の統廃合 汚泥処理の共同化

例

隣接する汚水処理施設
を統廃合し，汚水を受
け入れる。ただし，受
け入れるための管渠や
ポンプ施設の設置が必
要となる。

既設の流域下水道
の汚泥処理施設に，
単独公共下水道や
集落排水の汚泥を
受け入れる。ある
いは，汚泥受入を
前提とした規模で
改築を行う。

複数市町村で処理
場の運転管理業務
や日常保守点検業
務等を共同発注す
る。

使用料徴収や
滞納管理，会
計処理，下水
道台帳管理，
水洗化促進等
の事務処理を
共同化する。

公共下水道，集落排
水施設，浄化槽等の
各種汚水処理施設の
中から，最適な施設
を選択して整備する。

期待
される
効果

・近隣の処理施設を統廃合することにより，
施設更新や維持管理に係るコストの削減
が期待できる。

・従来より少人数で施設管理を行うことが
期待できる。

水質試験，薬品等
の集約管理による
コスト削減や，少
人数での施設管理
を実現することが
期待できる。

職員の業務負
荷を軽減させ
ることが期待
できる。

・集合処理区域から
個別処理方式への
転換による効果が
期待できる。

・施設の統廃合の推
進が期待できる。

出典：国土交通省（2022，pp.2-5）および総務省（2017a，pp.20-22）に基づいて作成。



で，赤字額は 587 億円である。この結果，病
院事業全体の収支は 1,366 億円の黒字であ
る20（総務省，2022b，p.9）。
病院事業の組織間連携は，一般的に再編・
ネットワーク化と呼ばれている。再編・ネッ
トワーク化は，総務省が 2007 年に通知した
⽛公立病院改革ガイドライン⽜において，公立
病院改革の三本柱の一つとして位置づけられ
た。その後，2015 年に総務省が通知した⽛新
公立病院改革ガイドライン⽜にも引き継がら
れた。
再編・ネットワーク化の目的は，中核的医
療を担う基幹病院と，日常的な医療確保を行
う病院・診療所へと再編成するとともに，こ
れらのネットワーク化を進めていくことにあ
る。これにより，公立病院は地域医療に必要
な提供体制の確保および人的・物的資源を効
率的・効果的に活用することが期待できる。
2022 年⚓月には，総務省において⽛持続可
能な地域医療提供体制を確保するための公立
病院経営強化ガイドライン⽜（以下，⽛経営強
化ガイドライン⽜という。）が策定され，地方
公共団体は公立病院強化プランを策定して経
営強化に取り組むことが要請された（自治体

病院経営研究会，2022，p.39）。
⽛経営強化ガイドライン⽜では，⽛再編・
ネットワーク化⽜に代えて，病院間の役割分
担と医師派遣等による連携強化に主眼をおい
た⽛機能分化・連携強化⽜を推進することと
している。⽛機能分化・連携強化⽜とは，地域
のなかで各公立病院が担うべき役割・機能を
改めて見直し，明確化・最適化したうえで，
病院間の連携を強化する取組みである。従来
の⽛再編・ネットワーク化⽜との違いは，病
院や経営主体の統合よりも病院間の役割分担
と医師派遣等による連携強化に主眼を置いて
いることにある（総務省，2022c，pp.1-5）。
病院事業における再編・ネットワーク化の
類型には，多様なパターンが存在する（図表
⚖を参照）。病院単独での再編には病床を削
減するダウンサイジング，医療需要に応じた
医療機能の分化などが考えられる。また，病
院間のネットワーク化には，公立病院同士の
連携，公立病院と公的病院との連携，公立病
院と民間病院との連携，地域医療連携推進法
人制度の活用21などが考えられる。
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図表 6 病院事業の再編・ネットワーク化の類型と期待される効果

類型 公立病院
単独の取組

公立病院間の取組 公立病院と
民間病院等
公立病院以
外の病院と
の間の取組

地域医療連携推進
法人制度

市町村立
病院間の取組
（同一市町村，
複数市町村）

都道府県立
病院と市町
村立病院と
の間の取組

都道府県立
病院間の
取組

例

・ダウンサイジング
（病床削減）
・医療機能の分化

・機能再編・役割分担して病院間をネットワークで繋
ぐもの。

・統合し，規模・機能の充実強化を図るもの。

一般社団法人のうち，
地域における医療機関
等相互間の機能分担や
業務の連携を推進する
ことを主たる目的とす
る法人。

期待
される
効果

・地域医療に必要な提供体制を確保することが期待できる。
・限られた経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）を効率的・効果的に活用す
ることが期待できる。

複数の医療機関等が法
人に参画することで，
質が高く効率的な医療
提供体制を地域で確保
することが期待できる。

出典：厚生労働省（2017）および総務省（2017b，pp.15-19）に基づいて作成。



3.4 その他
最後に，その他として地方公共団体間の連
携の取組みとして，共同処理制度について紹
介する。共同処理制度とは，一つの市町村で
は適切に処理することが難しい事務を，複数
の地方公共団体間と連携・協力して行う制度
である。共同で処理することで，地方公共団

体は事務を簡素化して経費を削減しつつ，質
の高いサービスを住民に対して提供すること
が期待されている。
地方自治法では地方公共団体の事務の共同
処理に対して，一部事務組合や広域連合など
の特別地方公共団体を設立して事務の一部を
処理する方法や，法人を設立しないで協議会
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図表 7 地方自治法に基づく連携の類型

共同処理制度 制度の概要 運用状況（2021. 7. 1 現在）

法
人
の
設
立
を
要
し
な
い

簡
便
な
仕
組
み

① -1：連携協約（第
252 条の⚒）

地方公共団体が，連携して事務
を処理するに当たっての基本的
な方針および役割分担を定める
ための制度。

○締結件数：403 件
○うち，連携中枢都市圏の形成に係る連携
協約 309 件（76.7％），その他 94 件
（23.3％）

①-2：協議会（第 252
条の⚒の⚒～第 252 条
の⚖）

地方公共団体が，共同して管理
執行，連絡調整，計画作成を行
うための制度。

○設置件数：211 件
○主な事務：消防 48 件（22.7％），救急 26
件（12.3％），広域行政計画等 23 件
（10.9％）

①-3：機関等の共同設
置（第 252 条の⚗～第
252 条の 13）

地方公共団体の委員会または委
員，行政機関，長の内部組織等
を複数の地方公共団体が共同で
設置する制度。

○設置件数：450 件
○主な事務：介護区分認定審査 127 件
（28.2％），公平委員会 110 件（24.4％），
障害区分認定審査 107 件（23.8％）

①-4：事務の委託（第
252 条の 14～第 252 条
の 16）

地方公共団体の事務の一部の管
理・執行を他の地方公共団体に
委ねる制度。

○委託件数：6,752 件
○主な事務：住民票の写し等の交付 1,368
件（20.3％），公 平 委 員 会 1,166 件
（17.3％），競艇 861 件（12.8％）

①-5：事務の代替執行
（第 252 条の 16 の⚒～
第 252 条の 16 の⚔）

地方公共団体の事務の一部の管
理・執行を当該地方公共団体の
名において他の地方公共団体に
行わせる制度。

○代替執行件数：⚓件
○上水道に関する事務⚑件，簡易水道に関
する事務⚑件，公害防止に関する事務⚑
件

別
法
人
の
設
立
を

要
す
る
仕
組
み

②-1：一部事務組合
（第 284 条～第 291 条）

地方公共団体が，その事務の一
部を共同して処理するために設
ける特別地方公共団体。

○設置件数：1,409 件
○主な事務：ごみ処理 389 件（27.6％），し
尿処理 312 件（22.1％），救急 267 件
（18.9％），消防 267 件（18.9％）

② -2：広域連合（第
284 条，第 285 条の⚒，
第 291 条の⚒～第 291
の 13）

地方公共団体が，広域にわたり
処理することが適当であると認め
られる事務を処理するために設
ける特別地方公共団体。国また
は都道府県から直接に権限や事
務の移譲を受けることができる。

○設置件数：116 件
○主 な 事 務：後 期 高 齢 者 医 療 52 件
（44.8％），介護区分認定審査 45 件
（38.8％），障害区分認定審査 30 件
（25.9％）

（注⚑）法人の設立については，特別地方公共団体の新設に係るものであり，総務大臣または都道府県知事の許可
を要するものとされている。
（注⚒）地方開発事業団，役場事務組合および全部事務組合については，地方自治法の一部を改正する法律（2011
年法律第 35 号）により廃止。なお，同改正法の施行時（2011 年⚘月⚑日）に現に設けられている地方開発事業団
（青森県新産業都市建設事業団）については，なお従前の例によることとされている。
（注⚓）協議会，機関等の共同設置，一部事務組合，広域連合の事務件数については，複数の事務を行っている場
合は事務ごとに件数を計上しているため設置件数と一致しない場合がある。
出典：総務省（2021，pp.1-9）に基づいて作成。



や機関等の共同設置などの方法で実施する手
法を定めている。図表⚗を参照されたい。

4．ま と め

本稿は地方公営企業の組織間連携に関する
一考察として，主に過疎の現況と組織間連携
の類型について整理した。日本は現在，第⚕
次の過疎法である⽛過疎地域の持続的発展の
支援に関する特別措置法⽜に取組んでいる。
北海道は過疎市町村が 152 団体あり日本で最
も多い。そのなかでも，オホーツク連携地域
が最も高い比率を有していることがわかった。
地方公営企業の組織間連携は，政府が主導
して地方公共団体に対して発出されるガイド
ライン等によって方向づけられることが多い。
水道事業および下水道事業では 2022 年度末
までに⽛水道広域化推進プラン⽜と⽛広域化・
共同化計画⽜の策定に取組む必要がある。ま
た，病院事業については，⽛経営強化ガイドラ
イン⽜に基づいて，2022 年度または 2023 年
度中に機能分化・連携強化について取組む必
要がある。地方公営企業における組織間連携
のメリットとデメリットを整理するために，
次回は，組織間連携に関する先行研究をレ
ビューする。
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注
1 日本政府の公式文章で過疎の言葉が初めて用い
られたのは，⽛経済社会発展計画⽜（1967 年⚓月閣
議決定）である。過疎地域とは，①過疎地域の持
続的発展の支援に関する特別措置法第⚒条第⚑項
に規定する市町村または第 41 条第⚑項により過
疎地域とみなされる市町村（以下，⽛過疎市町村⽜
という。）の区域をいう。②新過疎法第⚓条第⚑
項もしくは第⚒項または第 41 条第⚒項（同条第
⚓項の規定により準用する場合を含む）の規定に
より過疎地域とみなされる区域（以下，⽛一部過疎
地域⽜という。）をいう。また，一部過疎地域を有
する市町村を，⽛一部過疎市町村⽜という。③新過
疎法第 42 条の規定により過疎地域とみなされる
市町村（以下，⽛みなし過疎市町村⽜という。）の
区域をいう。過疎関係市町村とは，上記①，②ま
たは③の区域を有する市町村をいう（総務省，
2022a，⽛本書について⽜）。

⚒ 法制定当初の期限は 2000 年度から 2009 年度ま
でであったが，2020 年度までさらに 11 年間延長
された。

⚓ ストックマネジメントとは，たとえば下水道事
業においては，目標とする明確なサービス水準を
定め，下水道施設全体を対象に，その状態を点
検・調査等によって客観的に把握，評価し，長期
的な施設の状態を予測しながら，点検・調査，修
繕・改築を一体的に捉えて下水道施設を計画的か
つ効率的に管理する手法である（北広島市水道部，
2022，p.1）。

⚔ ただし，辺地対策事業債については，病院は対

象外である。
⚕ 総務省⽛過疎地域市町村等一覧⽜（2022 年⚔月
⚑日現在）によれば，過疎地域の多い上位⚕つの
都道府県は，北海道（152 団体），鹿児島県（42 団
体），長野県（40 団体），福島県（34 団体），熊本
県（32 団体）の順である。

⚖ 全部過疎 145 団体の市町村は次のとおりである。
小樽市，夕張市，留萌市，稚内市，美唄市，芦別
市，赤平市，紋別市，士別市，名寄市，三笠市，
根室市，砂川市，歌志内市，深川市，富良野市，
新篠津村，松前町，福島町，知内町，木古内町，
鹿部町，森町，八雲町，長万部町，江差町，上ノ
国町，厚沢部町，乙部町，奥尻町，今金町，せた
な町，島牧村，寿都町，黒松内町，蘭越町，ニセ
コ町，真狩村，留寿都村，喜茂別町，共和町，岩
内町，神恵内村，積丹町，古平町，仁木町，余市
町，赤井川村，奈井江町，上砂川町，由仁町，長
沼町，栗山町，月形町，浦臼町，新十津川町，妹
背牛町，秩父別町，雨竜町，北竜町，沼田町，鷹
栖町，当麻町，比布町，愛別町，上川町，美瑛町，
上富良野町，中富良野町，南富良野町，占冠村，
和寒町，剣淵町，下川町，美深町，音威子府村，
中川町，幌加内町，増毛町，小平町，苫前町，羽
幌町，初山別村，遠別町，天塩町，猿払村，浜頓
別町，中頓別町，枝幸町，豊富町，礼文町，利尻
町，利尻富士町，幌延町，美幌町，津別町，斜里
町，清里町，小清水町，訓子府町，置戸町，佐呂
間町，遠軽町，湧別町，滝上町，興部町，西興部
村，雄武町，大空町，豊浦町，壮瞥町，白老町，
厚真町，洞爺湖町，安平町，むかわ町，日高町，
平取町，新冠町，浦河町，様似町，えりも町，新
ひだか町，上士幌町，鹿追町，新得町，清水町，
更別村，大樹町，広尾町，池田町，豊頃町，本別
町，足寄町，陸別町，浦幌町，厚岸町，浜中町，
標茶町，弟子屈町，鶴居村，白糠町，別海町，標
津町，羅臼町。

⚗ 北海道過疎地域持続的発展方針は，2022 年⚘月
19 日付で変更版が公開された。

⚘ 北海道過疎地域持続的発展計画は，2022 年 11
月 11 日付で変更版が公開された。

⚙ ドクターバンク事業とは，地域医療の安定を目
的として求人医療機関と求職医師の仲介を目的と
する無料職業紹介事業である。北海道のドクター
バンクは公益財団法人北海道地域医療振興財団が
運営している。ドクターバンクには，常勤医師，
短期診療支援医師，熟練ドクター，女性医師バン
クなどの部門がある。

10 道央広域連携地域は，空知総合振興局（10 市 14
町），石狩振興局（⚖市⚑町⚑村），後志総合振興
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局（⚑市 13 町⚖村），胆振総合振興局（⚔市⚗町），
日高振興局（⚗町）の合計 70 団体から構成される。

11 道南連携地域は，渡島総合振興局（⚒市⚙町），
檜山振興局（⚗町）の合計 18 団体から構成される。

12 道北連携地域は，上川総合振興局（⚔市 17 町⚒
村），留萌振興局（⚑市⚖町⚑村），宗谷総合振興
局（⚑市⚘町⚑村）の合計 41 団体から構成される。

13 オホーツク連携地域は，オホーツク総合振興局
（⚓市 14 町⚑村）の合計 18 団体から構成される。
14 十勝連携地域は，十勝総合振興局（⚑市 16 町⚒
村）の合計 19 団体から構成される。

15 釧路・根室連携地域は，釧路総合振興局（⚑市
⚖町⚑村），根室振興局（⚑市⚔町）の合計 13 団
体から構成される。

16 法適用企業は 1,213 事業（85.8％）で黒字額
3,088 億円，法非適用企業は 374 事業（99.2％）で
黒字額は 24 億円である。なお，黒字額は，法適用
企業が総収支，法非適用企業は実質収支による。

17 法適用企業は 201 事業（14.2％）で赤字額 251
億円，法非適用企業は⚓事業（0.8％）で赤字額は
⚐億円である。なお，赤字額は，法適用企業が総

収支，法非適用企業は実質収支による。
18 厚生労働大臣の定める者とは，一部事務組合等
地方公共団体の組合，国民健康保険団体連合会，
日本赤十字社，社会福祉法人恩賜財団済生会，厚
生農業協同組合連合会，社会福祉法人北海道社会
事業協会とされている。

19 病院とは，医師または歯科医師が，公衆または
特定多数人のため医業または歯科医業を行う場所
であって，20 人以上の患者を入院させるための施
設を有するものをいう。一方，診療所とは，患者
を入院させるための施設を有しないものまたは
19 人以下の患者を入院させるための施設を有す
るものをいう（医療法第⚑条の⚕）。

20 病院事業の事業別総収支額には，公営企業型地
方独立行政法人も含む。

21 地域医療連携推進法人とは，地域において良質
かつ適切な医療を効率的に提供するため，病院等
に係る業務の連携を推進するための方針（医療連
携推進方針）を定め，医療連携推進業務を行う一
般社団法人を都道府県知事が認定（医療連携推進
認定）する制度である（厚生労働省ホームページ）。
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